平成25年度　第６回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成25年11月15日（金）　13時30分～14時55分
場　　所　大阪赤十字会館４階　４０１会議室
出席委員　星野会長・碓田委員・大濱委員・多々納委員・南島委員・水谷委員

議　　題　（１）意見具申（案）について
　　　　　（２）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

◆［会長］
　　前回の審議では、９月13日の意見交換会の報告及びその際指摘いただいた街路事業３件、港湾事業１件、公園事業１件の評価調書の修正内容についての説明を受け審議を行った。

　　次に意見具申（素案）について、あわせて審議を行った。
今回は、前回審議会で意見具申（素案）について指摘いただいた内容を踏まえて、修正案を作成している。それについて審議を行いたい。

　それでは、事務局から資料について説明願いたい。
◆［事務局］

・次第、次第の裏面に意見具申（素案）の加筆・修正点を記載。

・資料１「意見具申（案）」は、意見具申（素案）を修正したもの。

・参考資料１「平成24年度意見具申」は、平成24年度意見具申全文。
（１）意見具申（案）について

◆［会長］

それでは、議題１、意見具申（案）の審議に入る。この意見具申については、前回審議した意見具申（素案）に指摘いただいた点等を踏まえて、加筆・修正している。事務局より説明願いたい。

⇒［事務局］

資料１次第の裏面に記載している意見具申（素案）の加筆・修正点に基づいて説明させていただく。
· 　１ページの７～10行目に、連続立体交差事業の報告事項を追記した。
· 　１ページの31～33行目について、前回、表の後に記載していたが、結論から先に書いた方がわかりやすいので、表の前に記載した。
· 　１～２ページの表について、事業名称を明確にするため、個別事業の前に砂防事業、街路事業などの、事業名称を記載した。
· 　表の下に、「個別事業の・・・以下のとおりである」の説明の後に、砂防事業の共通事項、個別事業の順に記載されていることから整理するよう指摘があったため、「個別事業」を「各事業」とし、砂防事業の共通事項や個別事業の審議結果の記載内容の前に、【街路事業】などの小見出しを記載した。

· 　２ページの17～19行目、土地の権利者の数や交渉状況について、数値的に示すことができない理由として、「権利者との交渉事ということもあり」と記載していたが、「用地境界や相続人の確定等の調査が進んだ際に、権利者数が増減することもあり、不確定な要素が多分に含まれることなどから、数値的に示すことは困難である」と修正した。
· 　３ページの９～12行目、審議会で指摘いただいた内容は、鍋田川砂防事業だけに限るものではなく、他の案件についても該当することから、「結び」でまとめて記載することとし、この４行は削除した。
· 　３～６ページの①～⑫の個別事業の記載事項について、各々の個別事業の記載内容については、最初に説明を受けた内容と審議の中で確認した事項や指摘した内容が混在しているため、明確にした方がいいのではないかとの指摘があった。
継続事業については、まず、「本事業について、以下の説明を受けた。」と１行目に記載し、その後に、事業概要の説明や対応方針、その事業特有の特筆すべき事項等の説明をまとめて記載している。次に、「審議では、以下のことを確認（指摘）した。」と記載し、その後に審議に関わる文言を記載している。

休止事業については、まず、継続事業同様に担当部局の説明事項を記載し、その後に、「本事業は、対応方針原案が休止とされているため、その理由と次の見直し時期を確認したところ、以下の説明を受けた。」と記載し、休止理由と次の見直し時期を記載している。審議における確認・指摘事項の書き方については、継続事業と同様。
また、現地視察を行った案件については、文末に記載している。

· 　３ページの39行目、権現川砂防事業について、「占有者」は、「権利者」と同様ではないかとのご指摘があったが、権利者は占有者のみであるので、改めた文言として、「事業予定地の権利者」と修正している。
· 　６ページの24～31行目は、連続立体交差事業の報告事項の詳細について記載している。
· 　６ページの40行目、「各事業により算出手法は異なり」について、各事業のB/Cの算出手法は当然異なるので、削除している。
· 　25ページの11行目以下について、前回審議会における蜻蛉池公園の審議内容を追記している。
· 　その他、誤字、脱字および表現等を修正している。
◆［会長］

何かご質問等ないか。

○　京阪本線の連続立体交差事業についてだけ、報告を義務づけているのか。

⇒［事務局］

昨年度の審議でもあったと思うが、今回は、事業評価対象ではないが、前回の評価時に審議会のご意見として、このようなことが明らかになった時点で、報告されたいとの付帯意見をいただいていたもので、それが明らかになったのでご報告させていただいた。

○　一般論として、変動がより大きい場合は、何かしなければいけないという規則はないのか。

⇒［事務局］

事業費が３割程度の増減がある場合は、その時点で評価をするという基準を設けている。９ページの「審議対象基準」で、再評価・再々評価の対象基準のうち、３つ目の部分、「事業計画又は総事業費の大幅な変更、社会経済情勢の急激な変化等により評価の必要が生じた場合」で、事業の中止・休止や、総事業費が３割以上増減、その他事業計画の大幅な変更に該当する場合は、評価対象となる。

○　今回の場合は、そこまで達していないから、再評価ではなく、ただ報告を受けたということか。

⇒［事務局］

その通り。金額を単体でみると非常に大きいが、全体事業費に関しては３割には至っていない。

○　了解した。５ページに「仮想的市場評価法に基づきアンケート結果を用いて算出しており、165.1と過大な数値となっていた」とあるが、過大なといえる根拠はどこかにあるのか。普通に考えて、一般通念上考えにくいぐらい大きいという意味は分かるが、確実に過大だといえるほどではないと思うし、その理由がこの手法に基づいているからであるとはいえないと思う。これは、その使い方が適切でないというだけで、表現は若干、修正いただいた方が適切だと思う。「結び」でも、６ページの最後のところで、「前回評価時の算出結果が過大になっていたので」と書いているが、ここまですると、前回評価は誰が何をしていたのかという感じになる。

⇒［事務局］

５ページは、確かに過大な数値となっていたとまでいい切っているので、ご指摘の通りかと思う部分もあるが、６ページから７ページにかけては、過大になっていたのではないかと考えられるという説明になっているので、むしろこちらの方向に、前半の５ページの部分もそう推定されるというようにした方がいいのではないかと思う。

○　過大という言葉を使っていると気にはなる。通常は一人当たりの支払い需要は大して大きくないが、その潜在需要をものすごく大きくしてしまったために、このような結果が出るというケースが多々見られる。初期の適用結果であればたくさんあったと思うが、それがそのまま使われていると思う。実際にはアクセスする人は、ほとんど限られるから、このような数字になるはずがないという議論はあり得る話であるが、それは、アンケート結果を用いているからではなくて、集計方法が稚拙であったためと考えられる。でもそこまでいわなくても、前回の評価時の費用便益比が165.1と、常識的な範囲を超える数値だったということではないのか。

○　それは過大という表現でも構わないと思う。むしろ、今ご指摘いただいたところで、仮想的市場評価法を用いたからというのが、適切でないということであれば、削除して、前回評価時は165.1と過大な数値となっていたということではどうか。今のポイントは、手法自体が悪いのではなくて、使い方が悪いという意味だと思う。

○　普通に考えたら、そんなに出ないはずだと思うが、本当に過大かどうかは分からない。

⇒［事務局］

実際審議の中で、過大なのではないかという疑問を呈されたということだと思うので、例えば、「前回評価時の費用便益比は165.1と過大ではないかと考えられる数値となっていた」という表現でいかがか。後ろは、元々算出結果が過大になっていたのではないかと考えられる事業も見られたと疑問形になっている。

○　その後の「十分吟味し、他事例を参考にする」というのではなくて、「吟味し適切な評価方法を検討されたい」というように、評価方法の適正化を検討されたいとか、ストレートに書くのはどうか。

○「採用する手法の妥当性や適用方法を十分吟味し、適切に・・・」ではどうか。

○　手法は妥当なのだが、それを集計するときがおかしくなっているので、「集計、手法の適用方法について十分吟味し、」ではどうか。
○　おそらくここは仮想的市場評価法しか使えないという場合ではないと思うが、それ以外の評価方法でもできるように思うので、その中で一番適当だろうということでこれを選ばれたのではないかと考えるが、いかがか。

○　ここはオープンになってないから、例えば、トラベルコスト法に類するようなものが使えないから、それで今のような書き方をするのかもしれない。ツアーで行かれる人達がどういう所から来られたのか、ないかもしれないが、かなり難しい。

「採用する手法の妥当性や適用方法について十分に吟味し、適切な評価が行われるよう検討されたい。」ではどうか。
◆［会長］

そういうことでいかがか。

⇒［事務局］

確認させていただきたいが、「前回評価時は165.1と過大ではないかと考えられる数値となっていた。そのため、次回評価時の費用便益比の算出に当たっては、採用する手法の妥当性や適用方法を十分吟味し、適切な評価が行われるよう検討されたい。」でいかがか。
◆［会長］

　了解した。他に何かご指摘はあるか。

○　１ページ目「３ 審議結果」に、「・・・審議した結果適切である。」とそこだけ読めば良いが、間に文章が入るので、何か少し不思議な感じに聞こえる。文章を切るとだめなのか。「・・・について審議した。その結果、・・・の範囲において適切である。」と、普通こういう文にしようと思えば、「・・・と判断する。」と書くと思うが、判断してはいけないのか。

⇒［事務局］

以前は、委員会で判断していただくような文章になっていたと聞いている。それが、「委員会で判断するのではない、適切だというのは違う」というご意見があり、大阪府から提案された内容について、見た資料と説明の範囲においては適切であるという表現におそらく修正されたと思う。適切であると判断したということでも、特に問題ないと思う。

文言は「12事業について審議を行った。その結果、府の対応方針（原案）は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において適切であると判断した。」ということでどうか。
◆［会長］

　　了解した。
○「報告案件」の「・・・増額し1,068 億円となったとのことであった。」だけで終わっているが、これで本当に良かったのか。

◆［会長］

　特にこの報告事案について、何か強く主張すべきことがあれば、書くべきかと思うが、額が168億円とかなり額的に大きいということもあるので、そういうことも書けると思う。実際の審議においては、特段ここに書くほどのご意見はなかったということで、文章の中に入れていない。何らかの書き込みは、報告案件でも可能である。

○　この件は、わざわざ報告してもらうようになっていた場合である。「聞いた」で終わるのではなく、聞いたからには少しだけ何か書いた方がよいのではないか。それとも、そういう確認はしなかったということか。

例えば、費用便益比が１を割っていないとか、便益が十分に大きいので、事業の効率性の判断基準は十分満たしているとか何か少し書くのではないのか。

◆［会長］

今、ご指摘いただいたように、報告していただいた以上は、何らかのアクションがあってもいいと思う。おそらく前の審議会の時に、問題があればチェックするという意味合いがあって、報告してくださいということだったと思う。その後、情報的には出していただいたが、特段ご指摘はなかった。

○「特に問題はないが、確認した」というのはどうか。

○　補助の制度がこの間切り替わって、国、府、市、京阪の持ち分が変わり、その内容は確認しているので、その辺の確認内容を書けばいいのではないか。

◆［会長］

確かに、国、府、市と鉄道会社の負担率が変更になったのは、議論として扱った。他に何か案はあるか。
⇒［事務局］

昨年度も報告案件は１件あった。その中では、説明した内容だけが書かれている。過去にもこのような案件があったと思うが、例えば、この進め方は適切ではないというご指摘があり、次回こう改善してください、あるいは次回評価時はこうしてくださいというご意見があれば、当然書くことになる。

　特段何かご意見があったという理解はしていないので、何かいただいていればそれを当然書くことになると思う。

○　そんなに強くいうことはないが、なんとなく168億円増えて1068億円になったとのことであったと終わっていると、少し気になる。こうなったが適切であるということを確認したわけですよね。

○　そういう理解でいいと思う。「増額が168億円というのは割合としては大きくないが、額としては大きいので、引き続き事業費の縮減等に努められるように期待する」という文言は入ってくるかもしれない。

それなりの理由があっての増額なので仕方がないが、ただ額的には大きな額が事業としては出ていくことになるので、それについては引き続き縮減努力をしてくださいということでいかがか。

⇒［事務局］

最後の方は、「事業費の増額が多額であることから、今後とも事業縮減に努められたい。」という感じになると思う。そういう文章を後に入れるのであれば、例えば、事業費増額の内訳なのか理由なのかというのがあるが、それについては説明をつけて、「やむを得ないものと理解したが、事業費の増額が多額であるため・・・」とつなげていいのかどうか、ご相談させていただくということでよいか。

◆［会長］

今の件についてはそのようにさせていただきたい。他に何かあるか。

○「共生の森整備事業」について、15年度の時点では、「港湾投資の評価に関するガイドライン」に基づいて仮想的市場評価法（CVM）で評価をされたということについては了解しているが、事業再開時にはどういう評価をされるのか。同じくCVMでされるのか、違う手法、新たに検討するということなのか。CVMにこだわって書く必要がどれくらいあるのかというところで、評価の仕方を変えるのであれば、あまりCVMの数値の話をしてもどうかと思った。今後どのように考えているのか教えていただきたい。

⇒［都市整備部］

港湾緑地については、CVMと旅行費用法（TCM）と２つの便益を出す手法があるが、TCMは、基本的にパブリックアクセスのような緑地であるので、「共生の森」については、それでは適切な評価はできないと考えている。基本的には、国のマニュアルに基づいてCVMを出すことになる。ただし、CVMで推定される便益については、他でも議論があり、様々な課題が残っている。そのため、CVMを用いて事業評価を行う場合は、費用便益分析結果のみで実施判断をするのではなく、多様な視点での評価を行うよう一層配慮するようにということもいわれている。

次回、再開について判断するときは、その時点で、新しい評価制度が出ていたらそれを使うが、多様な視点で評価を行い、ご意見をいただきたいと思う。

○　港湾投資に関するマニュアルが新しくなっているようであるが、平成15年時点では新しいマニュアルだったのか。前のマニュアルであれば、新しいマニュアルで計算するとまた数値は変わってくる可能性があるのではないか。

⇒［都市整備部］

平成15年から10年以上経過すると、府民が投資可能なコストも、その時点で変わってくるので、もう一度同じように算出しても、当然額が変わってくる。

○　マニュアルに書いていることだけで評価をすると、審議会の中で多少分かっている人がおられたら、その仕方はおかしいのではという話が出るのではないか。こういう事業の特性に合わせて工夫しないといけないと思う。例えが古いが、SP（ｽﾃｲﾃｨｯﾄﾞ・ﾌﾟﾘﾌｧﾚﾝｽ）やトラベルコスト法など色々な方法があると思う。
　本当は整備する前とした後で、それがどう変わるのかというイメージで評価しないといけないと思うが、実際はそのような評価はされていない。そのため、測っているものが違っている可能性はあるということだと思う。そういう意味では過大だといっても別にいいかもしれない。

　要するに、全体を通じて、最後に書いてあったが、工夫がきちんとそこに合わせたもので行っていることが分かるようにしていただけたらいいと思う。

◆［会長］

今後、適用の際に留意いただきたい。他に何かあるか。
本文の後ろの方に、テープ起こしをベースに作成した審議概要の記載があり、もし、ご指摘、お気づきの点があればご意見を伺いたい。

⇒［事務局］

５ページの７－３区共生の森事業で、Ｂ/Ｃの文章を修正していただいたので、それに合わせて、７ページの「結び」で、「今後、費用便益比の算出にあたっては」に続く文章は、ここも「採用する手法の妥当性や適用方法を十分吟味するとともに・・・」と合わせて修正させていただいてよろしいか。

◆［会長］

了解した。
○　２ページの15行目から20行目のうち、「数値的に示すことはできないかと確認したところ」までが審議会で確認したところで、後の４行はその答えを書いていると思うので、一つの文章なのにすごく読みにくいので、「確認した」で切って、「その結果・・・」という感じで、答えとは別に書いた方が分かりやすいと思う。同じ文章表記が次の３ページの30行目から35行目も、中ほどに「工期に影響するのではないかと確認したところ・・・」とあるので、前半と後半にわけて、質問と答えを切っていただいた方がいいかと思う。
◆［会長］

今ご指摘の点についてはいかがか。文章を切った方が、読みやすいのではないかということであるが。

⇒［事務局］

　そのように修正する。

○「結び」において、審議会でご説明いただく資料が少し不十分な点があるとか、計算ミスがあったとか、昨年度もそういうことが出てきて、いつも間違いがある。最後の方に、さらっと書くぐらいでいいのかと思う。
◆［会長］

もっと強く書いてもいいかと思う。一回ならず、二回、三回という面もあるので、これについては、文言の修正で、具体の記述を削っている部分も前の方の説明の中にはあるので、さらに一番最後の部分を弱めると、見えにくくなるような気がする。

○　それはむしろ、毎回毎年出てくるというように強調してはどうか。

○　前にもあったが、それよりもその後ろが本当は重要で、十分な資料が提示されていないという事態ではないが、委員が見て、どういう理由でこういう手法が使われて、それは何が適切なのか、あるいはこの事業の費用増加の理由であるとか、評価とか、次の実施に向けての日程など、十分説明されているか。今回は色々ポイントがあったと思う。

その辺りについて、説明がはっきりしない、よく分からないということが結構あった。ただ間違っているものは、もちろんよくないことで、それは意図的であったら非常によくない。やはり丁寧な資料を出してください、特に補足説明か何かで、きちんと出してくださいというところがポイントではないかと思う。

◆［会長］

最初にご指摘いただいた点は、むしろ強調した方がいいのではないかと考える。

　それから、強調すべき中身の記述が、単に記載の誤りだけではなく、必要な資料が十分整えられていないということもあったという指摘であるが、この点については、最初の「審議にあたり」の後ぐらいに、何か文言を追加させていただくということでよいか。例えば、必要な資料が整っていなかったりとか不十分であったりとか。

○　事業をされている側からすると、ここで示されているフォーマットに従って、埋めてきて、これで十分資料は整っているとの考えだと思う。ところが、それだけでは全然分からないので、いつももう少し詳しい資料の提出を求めると、記載している内容に誤りがあったとか計算も間違っていたという話が出てくるということだと思う。

　したがって、概略の資料については、この元々示されているものについて書いていただくので良いが、それの根拠となる資料も合わせて提出するなど、十分な資料を提出して欲しいというようなことを追記しないといけないのではないか。

⇒［事務局］

　今回提示した資料が、必要かつ十分だとは思っていないが、最近は評価調書と図面だけではなく、予めここはおそらく聞いていただくことになると思われるところや、詳しく説明しないとわからないというものについては、追加資料を最初から求められるまでもなくご用意させていただいた。その中身について十分なのかといえば、審議していただいた結果、十分ではなかったと思われるところがあることは、当然理解している。

　　記載誤りがあったとして、修正された事業があったがという流れだと、それだけが問題だと読めるのは、ご指摘の通りだと思う。例えば、「修正された事業もあったが」とするのが良いと思うが、この記載誤りがあったのはどれだといわれたら、この事業で、こういう記載誤りがあったという説明は可能であるが、当初から不十分だったのがどの事業なのかといわれると少し説明が難しいと思う。

一般論として、不十分であるという理解をしているので、十分な資料を提出するようと書いている。この事業でこういう資料について不十分であったというような具体的な案があれば、そこまで書くということになるが、その辺りがたぶん全体としてそういう印象を持たれているということはよく理解できるが、そこまで書いていいのかと思う。

○　具体的に書いてはどうか。「事業終了年度までの見込みがよく分からない」であるとか、あるいは、「その付近の施設等、その事業のその関係で、本当にこれで大丈夫かはっきりしない」であるとか。

⇒［事務局］

　その辺りのことを踏まえてのご指摘だということであれば、書かなくても、そういうことなのだなとなると思う。そこは、それをもって、例えば、「審議にあたり、十分な資料が提供されていないケースがあった」ということを書くということか。

○　昔に比べれば改善されているのは間違いないと思う。「求められている資料に加えて、補足資料を準備するなど、資料の趣旨を分かりやすく伝えるような努力を今後とも継続されたい。」ということではどうか。

○　最後に細かいことを書かなくてもいいと思う。最初の案が一番いいと思った。ここに書いてあることは分かるが、最初の「この審議にあたり」のその後ろのパラグラフが、目立ってしまうが、後ろの方に「当初から正確かつ十分な資料を提示するよう強く要望する」と、これが正に本文であり、このままでいいと思う。あまり細かいことを最後に書かなくてもずばっといった方が綺麗なような気がする。

○　記載の誤りは書かなくてもよいか。

○　入れてもいいと思うが、もうこのままでよい。それらを含めてという意味で不十分な資料があったと、当初から正確かつ十分な資料を提示するようにと、こちらの後ろの方を強調して、読んでいただくといいと、読み方によっては、前の方に強調されてそちらに引っ張られるというご意見だったと思う。後ろの方にウェイトがあると読めるので、ここはこのままでもいいと思う。
○「が」を「も」に変えるだけでも少し違う。

⇒［事務局］

一例として、そういうのもあり、「が」だと、何かそれだけが問題なのだと理解されるというのはご指摘の通りかと思う。
◆［会長］

今の件は、そういうことで決着したいと思う。

○　加筆・修正点の７の部分で、前回、長い説明のところは、すべて形式を改め、前にこういう説明をしたというふうにして、具体的な内容に続けるという形式に、今回改めていただいた件で、例えば４ページの⑦に、「本事業について、以下の説明を受けた。」で、事業内容について、「・・・事業であり、事業継続したいとの提案があった。」とあるが、この「事業継続したいとの提案があった」というのが、多少違和感があると思う。前回は、本事業はこういう事業であり、それについての提案があったので、違和感はなかったが、今回は「本事業について説明を受けた」となっていて、事業であり、提案があっただと、少し違和感があると思う。

「・・・との提案があった」というのが、少し違和感があったので、例えば、「事業継続したいとの提案がなされた」であればまだ分かるかなという気はする。本当にあったと考えてみれば、「提案があった」というのと「提案がなされた」というのは、ほとんど表現が違わないので、そこまで直す必要もないかなとも思う。

　　別に違和感がない、これでいいということであれば、それで結構。

○「・・・の事業であり、その事業を継続したい」というところで提案があったということで、あまり違和感はなかった。

○　それで結構。

○　こういう事業であり、その事業を継続したいとの提案があったという理解であると、主語も変わらないし、このままでいいと思う。大阪府が、この事業がこういう事業であるから継続したいという、そういう読み方をすれば、同じ主語で提案をした、提案があったで、問題はないように思う。

○　事業であるものの主語が、何らかの事業であって、継続したいという主体は、大阪府であるということをおっしゃっているのだと思う。

○　そうだと最初は理解したが、この文章をこの事業はこういう事業であるから継続したいと読めば、主語は変わらない。

○　大阪府の対応方針の原案としては、事業継続という方針だということで、省略して書かれるとこれでも十分いいかと思う。去年の審議会の意見具申で、そのように書かれているので、ここはこの審議会におけるそういう文法なのだと理解してしまえば、成立は十分するかと思う。

◆［会長］

それではこれまでの慣例に従って、今まで通りとさせていただくが、趣旨は理解した。

これで予定していた議事はすべて終了する。今年度12件の意見具申ということで、本日いただいた意見の趣旨に沿った修正を行い、決定したいと思う。具体的な表現・表記等については、会長に一任いただきたいと思う。私の方で、事務局と慎重に相談の上、修正をして、大阪府に提出したいと考えている。

委員の皆様に非常に細かく丁寧にご審議いただいたおかげで意見具申をまとめることができて感謝申し上げる。
これで本日の審議を終了する。長時間ありがとうございました。

以上
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